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第２号議案 

芦屋市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 芦屋市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例の一部を改正する条

例を別紙のように定める。 

   平成３１年２月１９日提出 

芦屋市長 山 中  健 

提案理由 

 介護保険法施行規則の一部改正に伴い，地域包括支援センターの人員基準を改める

ため，この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第  号 

   芦屋市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 芦屋市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例（平成２６年芦屋市条例第３７号）の一部を次のように改正

する。 

 次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と，改正後の欄にあっては「改正後部分」 

という。）については，次のとおりとする。 

 (1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは，当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

 (2) 改正前部分のみ存在するときは，当該改正前部分を削る。 

 (3) 改正後部分のみ存在するときは，当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（職員に係る基準及び員数） （職員に係る基準及び員数） 

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号

被保険者の数がおおむね３，０００人以上６，０００人未満ごと

に置くべき専らその職務に従事する常勤の職員の員数は，原則と

して次のとおりとする。 

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号

被保険者の数がおおむね３，０００人以上６，０００人未満ごと

に置くべき専らその職務に従事する常勤の職員の員数は，原則と

して次のとおりとする。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (3) 主任介護支援専門員（省令第１４０条の６６第１号イ（３）

の主任介護支援専門員をいう。）その他これに準ずる者 １人

 (3) 主任介護支援専門員（省令第１４０条の６８第１項に規定す

る主任介護支援専門員研修を修了した者をいう。）その他これ

に準ずる者 １人 

２ （略） ２ （略） 

   附 則 



2-3 

2
-
3
 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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  参 照 １ 

芦屋市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例の一部改正要綱 

１ 改正の趣旨 

 介護保険法施行規則の一部改正に伴い，地域包括支援センターの人員基準を改め

るため，この条例を制定しようとするもの。 

２ 改正の内容 

 地域包括支援センターに置くべき主任介護支援専門員の資格要件に，５年ごとに

更新研修を修了することを加えることとする。（第３条関係） 

３ 施行期日 

公布の日 
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 参 照 ２ 

介護保険法施行規則抜粋 

（法第１１５条の４６第６項の厚生労働省令で定める基準） 

第１４０条の６６ 法第１１５条の４６第６項の厚生労働省令で定める基準は，次の

各号に掲げる基準に応じ，それぞれ当該各号に定める基準とする。 

 (1) 法第１１５条の４６第５項の規定により，地域包括支援センターの職員に係る

基準及び当該職員の員数について市町村が条例を定めるに当たって従うべき基準 

次のイ及びロに掲げる基準 

  イ (1)の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数が

おおむね３千人以上６千人未満ごとに置くべき専らその職務に従事する常勤の

職員の員数は，原則として次のとおりとすること。 

（１） 保健師その他これに準ずる者 １人 

（２） 社会福祉士その他これに準ずる者 １人 

（３） 主任介護支援専門員（介護支援専門員であって，第１４０条の６８第１項第

１号に規定する主任介護支援専門員研修を修了した者（当該研修を修了した日

（以下この（３）において「修了日」という。）から起算して５年を経過した

者にあっては，修了日から起算して５年を経過するごとに，当該経過する日ま

での間に，同項第２号に規定する主任介護支援専門員更新研修を修了している

者に限る。）をいう。）その他これに準ずる者 １人 

  （ロ省略） 

 （第２号省略） 

（都道府県知事が行う研修）  

第１４０条の６８ 令第３７条の１５第１項に規定する研修は，他の保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者との連絡調整，他の介護支援専門員に対する助言，

指導その他の介護支援サービス（居宅介護支援並びに施設における施設サービス計

画の作成，サービスの利用援助及び施設サービス計画の実施状況の把握をいう。）

を適切かつ円滑に提供するために必要な業務に関する知識及び技術を修得するこ

とを目的として行われる次に掲げる研修とする。 
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 (1) 介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する介護支援専門員を対象

として行われる研修（以下この条において「主任介護支援専門員研修」という。）  

 (2) 主任介護支援専門員を対象として行われる研修（以下この条において「主任介

護支援専門員更新研修」という。） 

２ 主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修の実施に当たっては，

当該研修の課程において修得することが求められている知識及び技術の修得がな

されていることにつき確認する等適切な方法により行わなければならない。 

３ 主任介護支援専門員更新研修を受けた主任介護支援専門員は，更新研修を受けた

者とみなす。 

介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成２９年厚生労働省令第４８号）

抜粋 

   附 則 

（経過措置）  

第２条 平成２６年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者（以下「平成２６

年度以前修了者」という。）については，平成３１年３月３１日（平成２４年度か

ら平成２６年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者にあっては，平成３２

年３月３１日）までの間は，介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ（３）

に規定する日までの間に主任介護支援専門員更新研修を修了しているものとみな

す。 

２ 前項の規定により介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ（３）に規定す

る日までの間に主任介護支援専門員更新研修を修了したものとみなされた者に係

る最初の主任介護支援専門員更新研修（同（３）の規定により，同（３）に規定す

る修了日から起算して５年を経過するごとに，当該経過する日までの間に受ける主

任介護支援専門員更新研修のうち最初のものをいう。次項において同じ。）以外の

主任介護支援専門員更新研修については，同（３）に規定する修了日は，最初の主

任介護支援専門員更新研修を修了した日とする。 

３ 前項の規定は，平成２６年度以前修了者が，最初の主任介護支援専門員更新研修

を修了した日から起算して５年を経過するごとに，当該経過する日までの間に主任
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介護支援専門員更新研修を修了しないことにより，同（３）に規定する主任介護支

援専門員に該当しないこととなった場合には適用しない。 

４ 前３項の規定にかかわらず，平成２６年度以前修了者が，この省令の施行の日前

に主任介護支援専門員更新研修を修了している場合は，なお従前の例による。 


